
第 30 号 議 案

　長崎県婦人保護施設設置条例等の一部を改正する条例案を次のとおり提出する。

　　令  和  6  年  2  月  20  日

長 崎 県 知 事　　大　　　石　　　賢　　　吾

長崎県婦人保護施設設置条例等の一部を改正する条例

　（長崎県婦人保護施設設置条例の一部改正）

第 1 条　長崎県婦人保護施設設置条例（昭和33年長崎県条例第25号）の一部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　　　長崎県女性自立支援施設設置条例

　（設置）

第 1 条　困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和 4 年法律第52

号）第12条第 1 項の規定に基づき、女性自立支援施設を設置する。

2 　女性自立支援施設の名称及び位置は、次のとおりとする。

　　名称　　　　　　位置

　　長崎県立清和寮　長崎市

　（委任）

第 2 条　この条例に定めるもののほか、女性自立支援施設について必要な事

項は、知事が別に定める。

　　　長崎県婦人保護施設設置条例

　（設置）

第 1 条　売春防止法（昭和31年法律第118号）第36条の規定に基き、婦人保護

施設を設置する。

2 　婦人保護施設の名称及び位置は、次のとおりとする。

　　名称　　　　　　位置

　　長崎県立清和寮　長崎市

　（委任）

第 2 条　この条例に定めるもののほか、婦人保護施設について必要な事項

は、知事が定める。

　（長崎県婦人保護施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正）

条 194



条 195

第 2 条　長崎県婦人保護施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成24年長崎県条例第77号）の一部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　　　長崎県女性自立支援施設の設備及び運営の基準に関する条例

　（趣旨）

第 1 条　この条例は、社会福祉法（昭和26年法律第45号）第65条第 1 項の規

定に基づき、女性自立支援施設（困難な問題を抱える女性への支援に関す

る法律（令和 4 年法律第52号）第12条第 1 項に規定する女性自立支援施設

をいう。以下同じ。）の設備及び運営について基準（以下「最低基準」とい

う。）を定めるものとする。

　（基本方針）

第 2 条　女性自立支援施設は、入所者に対し、健全な環境のもとで、女性の

人権に関する高い識見と専門性を有する職員により、社会において入所者

の置かれた状況に応じた自立した生活を送るための支援を含め、適切な支

援を行うよう努めなければならない。

　（最低基準と女性自立支援施設）

第 3 条　女性自立支援施設は、最低基準を超えて、常に、その設備及び運営

を向上させるよう努めなければならない。

　（構造設備の一般原則）

第 4 条　女性自立支援施設の配置、構造及び設備は、日照、採光、換気等入

所者の保健衛生に関する事項、入所者に対する危害の防止及び防災につい

て十分考慮されたものでなければならない。

　（非常災害対策）

第 5 条　女性自立支援施設は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設

備を設けるとともに、非常災害に関する具体的計画（第15条第 4 項におい

　　　長崎県婦人保護施設の設備及び運営の基準に関する条例

　（趣旨）

第 1 条　この条例は、社会福祉法（昭和26年法律第45号）第65条第 1 項の規

定に基づき、売春防止法（昭和31年法律第118号）第36条に規定する婦人保

護施設の設備及び運営について基準（以下「最低基準」という。）を定める

ものとする。

　（基本方針）

第 2 条　婦人保護施設は、入所者に対し、健全な環境のもとで、社会福祉事

業に関する熱意及び能力を有する職員により、社会において自立した生活

を送るための支援を含め、適切な処遇を行うよう努めなければならない。

　（最低基準と婦人保護施設）

第 3 条　婦人保護施設は、最低基準を超えて、常に、その設備及び運営を向

上させるよう努めなければならない。

　（婦人保護施設の一般原則）

第 4 条　婦人保護施設の配置、構造及び設備は、日照、採光、換気等入所者

の保健衛生に関する事項、入所者に対する危害の防止及び防災について十

分考慮されたものでなければならない。

　（非常災害対策）

第 5 条　婦人保護施設は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を

設けるとともに、地震、風水害、火災その他の災害が発生した場合にお



　て「非常災害計画」という。）を策定しなければならない。

2  　女性自立支援施設は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その

他の必要な訓練を行わなければならない。

　（安全計画の策定等）

第 6 条　女性自立支援施設は、入所者の安全の確保を図るため、当該女性自

立支援施設の設備の安全点検、職員等に対する施設外での活動、取組等を

含めた女性自立支援施設での生活その他の日常生活における安全に関する

指導、職員等の研修及び訓練その他女性自立支援施設における安全に関す

る事項についての計画（以下この条及び第15条第 4 項において「安全計

画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなければな

らない。

2  　女性自立支援施設は、職員に対し、安全計画について周知するととも

に、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

3  　女性自立支援施設は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて

安全計画の変更を行うものとする。

　（苦情への対応）

第 7 条　女性自立支援施設は、その行った支援に関する入所者からの苦情に

迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口の設置その

他の必要な措置を講じなければならない。

2  　女性自立支援施設は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内

容等を記録しなければならない。

3  　女性自立支援施設は、その行った支援に関し、知事から指導又は助言を

受けた場合には、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければな

らない。

　 ける安全の確保のための体制及び避難の方法等を定めた具体的計画を策定

し、定期的に職員及び入所者に周知しなければならない。

2  　婦人保護施設は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他の

必要な訓練を行わなければならない。

　（苦情への対応）

第 6 条　婦人保護施設は、その行った処遇に関する入所者からの苦情に迅速

かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の

必要な措置を講じなければならない。

2  　婦人保護施設は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等

を記録しなければならない。

　（事故発生時の対応）
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　（帳簿の整備）

第 8 条　女性自立支援施設は、設備、職員、会計及び入所者の支援の状況に

関する帳簿を整備しなければならない。

　（職員配置の基準）

第 9 条　女性自立支援施設に置くべき職員及びその員数は、次のとおりとす

る。ただし、調理業務の全部を委託する施設にあっては、第 3 号の職員を

置かないことができる。

　　施設長　 1

　 　入所者の自立支援（困難な問題を抱える女性への支援に関する法律第

12条第 1 項に規定する自立支援をいう。以下同じ。）を行う職員　 2 以上

　　栄養士又は調理員　 1 以上

　　看護師又は心理療法担当職員　 1 以上

　　事務員　 1 以上

　�　施設のその他の業務を行うために必要な職員　当該女性自立支援施設

の実情に応じた適当数

2  　女性自立支援施設の職員は、専ら当該女性自立支援施設の職務に従事す

る者でなければならない。ただし、入所者等の支援に支障がない場合に

は、この限りではない。

3  　女性自立支援施設の職員は、常に自己研鑽
さん

に励み、困難な問題を抱える

女性への支援に関する法律に定める施設の目的を達成するために必要な知

第 7 条　婦人保護施設は、入所者の支援等に際し、事故が発生した場合は、

速やかに必要な措置を講じるとともに、当該入所者の家族等に連絡を行わ

なければならない。

2  　婦人保護施設は、前項の事故の状況及びその処置について記録し、適切

に保管しなければならない。

　（帳簿の整備）

第 8 条　婦人保護施設は、設備、職員、会計及び入所者の処遇の状況に関す

る帳簿を整備しておかなければならない。

　（職員）

第 9 条　婦人保護施設には、施設長、入所者を指導する職員、調理員及び施

設のその他の業務を行うために必要な職員を置かなければならない。ただ

し、調理業務の全部を委託する施設にあっては、調理員を置かないことが

できる。

2  　婦人保護施設の職員は、専ら当該婦人保護施設の職務に従事する者でな

ければならない。ただし、入所者等の処遇に支障がない場合には、この限

りではない。

3  　婦人保護施設の職員は、常に自己研鑽
さん

に励み、売春防止法に定める施設

の目的を達成するために必要な知識の習得、維持及び向上に努めなければ



　識の習得、維持及び向上に努めなければならない。

4  　女性自立支援施設は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会

を確保しなければならない。

　（施設長の資格要件）

第 10条　施設長は、施設を運営するにあたって女性の人権に関する高い識見

と専門性を有する者であって、次に掲げる要件を満たすものでなければな

らない。

　 　社会福祉主事の資格を有する者又は社会福祉事業若しくは困難な問題

を抱える女性への支援に関する活動に 3 年以上従事した者であること。

　及び　略

　（設備の基準）

第 11条　女性自立支援施設の建物（入所者の日常生活のために使用しない附

属の建物を除く。）は、耐火建築物（建築基準法（昭和25年法律第201号）

第 2 条第 9 号の 2 に規定する耐火建築物をいう。次項において同じ。）又

は、準耐火建築物（同条第 9 号の 3 に規定する準耐火建築物をいう。次項

において同じ。）としなければならない。

2  　前項の規定にかかわらず、知事が、火災予防、消火活動等に関し専門的

知識を有する者の意見を聴いて、次の各号のいずれかの要件を満たす木造

かつ平屋建ての女性自立支援施設の建物であって、火災に係る入所者の安

全性が確保されていると認めたときは、耐火建築物又は準耐火建築物とす

ることを要しない。

　及び　略

　 　避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の

確保等により、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁

に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な

避難が可能なものであること。

　ならない。

4  　婦人保護施設は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確

保しなければならない。

　（施設長の資格要件）

第 10条　施設長は、施設を運営する能力と熱意を有する者であって、次に掲

げる要件を満たすものでなければならない。

　 　30歳以上の者であって、社会福祉主事の資格を有するもの又は社会福

祉事業若しくは更生保護事業に 3 年以上従事したものであること。

　及び　略

　（設備）

第 11条　婦人保護施設の建物（入所者の日常生活のために使用しない附属の

建物を除く。）は、耐火建築物（建築基準法（昭和25年法律第201号）第 2

条第 9 号の 2 に規定する耐火建築物をいう。次項において同じ。）又は、準

耐火建築物（同条第 9 号の 3 に規定する準耐火建築物をいう。次項におい

て同じ。）でなければならない。

2  　前項の規定にかかわらず、知事が、火災予防、消火活動等に関し専門的

知識を有する者の意見を聴いて、次の各号のいずれかの要件を満たす木造

かつ平屋建ての建物であって、火災に係る入所者の安全性が確保されてい

ると認めたときは、耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない。

　及び　略

　 　避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の

確保等により円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁に

実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な避

難が可能なものであること。
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3 　女性自立支援施設には、次に掲げる設備を設けなければならない。

　～　略

4 　前項各号に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。

　　居室

　　ア 　入所者 1 人あたりの床面積は、収納設備等を除き、おおむね9 .9平方

メートル以上とすること。

　　イ 　主要な出入口は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接面して設

けること。

　　ウ　略

　及び　略

　 　食堂及び調理室　食器、調理器具等の消毒その他食堂及び調理室を常

に清潔を保持するために必要な措置を講じること。

　　その他の設備

　　ア及びイ　略

　（居室の入所定員）

第12条　一の居室の定員は、原則 1 人とする。

2  　女性自立支援施設の入所の対象となる者が監護すべき児童を同伴する場

合等、入所者の自立支援を行うために必要と認められる場合は、前項の規

定に関わらず、一の居室の定員を 2 人以上とすることができる。

　（自立支援等）

第 13条　女性自立支援施設は、入所者の意向及び私生活を十分に尊重して、

入所者の心身の健康回復及び生活（就労及び就学を含む。）に関する支援等

を行わなければならない。

2  　女性自立支援施設は、入所者の個の尊厳を保ち、心身の状況、本人の意

思、希望及び自立に向けた意向を十分に踏まえた上で、施設における基本

3 　婦人保護施設には、次に掲げる設備を設けなければならない。

　～　略

4  　前項各号に掲げる設備の基準は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定めるとおりとする。

　　居室　次のとおりとする。

　　ア 　入所者1人あたりの床面積は、収納設備等を除き、おおむね4 .95平方

メートル以上とすること。

　　イ 　主要な出入口は、避難上有効な空地、共同廊下又は広間に直面して

設けること。

　　ウ　略

　及び　略

　 　食堂及び調理室　食器、調理器具等の消毒その他食堂及び調理室を常

に清潔を保持するために必要な措置を講じなければならないこと。

　　その他の設備　次のとおりとする。

　　ア及びイ　略

　（居室の入所人員）

第12条　一の居室に入所させる人員は、原則として4人以下とする。

　（自立の支援等）

第 13条　婦人保護施設は、入所者の自立を支援するため、入所者の就労及び

生活に関する指導及び援助を行わなければならない。

2  　婦人保護施設は、前項の指導及び援助をするときは、入所者の私生活を

尊重して行わなければならない。



　的な共同生活の考え方を示さなければならない。

3  　女性自立支援施設は、入所者の自立支援を行うため、入所者の意向を踏

まえ、各入所者ごとに個別支援計画を作成しなければならない。

4  　女性自立支援施設は、入所者に同伴児童がある場合、その児童の養育に

関する相談、助言及び指導並びに関係機関との連絡調整を行い、児童の学

習面や情緒等にも配慮したきめ細かな支援を行わなければならない。

　（食事の提供）

第 14条　食事は、食品の種類及び調理方法について栄養並びに入所者の身体

的状況及び嗜
し

好を考慮したものでなければならない。

2 　略

3  　栄養士を置かない女性自立支援施設にあっては、献立の内容、栄養価の

算定及び調理の方法について保健所等の指導を受けなければならない。

　（業務継続計画の策定等）

第 15条　女性自立支援施設は、感染症や非常災害の発生時において、入所者

に対する支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期

の業務再開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」とい

う。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならな

い。

2  　女性自立支援施設は、職員に対し、業務継続計画について周知するとと

もに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

3  　女性自立支援施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応

じて業務継続計画の変更を行うものとする。

4  　業務継続計画は、非常災害計画及び安全計画と一体のものとして策定す

ることができる。

3  　婦人保護施設は、入所者の起床、就寝、食事、入浴その他の日常生活に

関する事項について規程を定めなければならない。

4  　婦人保護施設は、入所者の自立を促進するため、各入所者ごとに自立促

進計画を作成しなければならない。

5  　婦人保護施設は、入所者に同伴児童がある場合、その児童の養育に関す

る相談、助言及び指導並びに関係機関との連絡調整を行い、児童の学習面

や情緒等にも配慮したきめ細かな支援を行わなければならない。

　（給食）

第 14条　給食は、食品の種類及び調理方法について栄養並びに入所者の身体

的状況及び嗜
し

好を考慮したものでなければならない。

2 　略

3  　栄養士を置かない婦人保護施設にあっては、献立の内容、栄養価の算定

及び調理の方法について保健所等の指導を受けなければならない。
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　（保健衛生）

第 16条　女性自立支援施設は、入所者については、毎年 2 回以上定期に健康

診断を行わなければならない。

2  　女性自立支援施設は、居室その他入所者が常時使用する設備について、

常に清潔にしなければならない。

3  　女性自立支援施設は、入所者の使用する食器その他の設備又は飲用に供

する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じると

ともに、医薬品、衛生材料及び医療機械器具の管理を適正に行わなければ

ならない。

4  　女性自立支援施設は、当該女性自立支援施設において感染症又は食中毒

が発生し、又はまん延しないように、職員に対し、感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止の

ための訓練を定期的に実施しなければならない。

　（給付金として支払を受けた金銭の管理）

第 17条　女性自立支援施設は、当該女性自立支援施設の設置者が入所者に係

る厚生労働大臣が定める給付金（以下この条において「給付金」という。）

の支給を受けたときは、給付金として支払を受けた金銭を次に掲げるとこ

ろにより管理しなければならない。

　～　略

　（関係機関との連携）

第 18条　女性自立支援施設は、女性相談支援センター、女性相談支援員、困

難な問題を抱える女性への支援に関する活動を行う民間の団体のほか、福

祉事務所（社会福祉法に規定する福祉に関する事務所をいう。）、児童相談

所、児童福祉施設（児童福祉法（昭和22年法律第164号）第 7 条第 1 項に規

　（保健衛生）

第 15条　婦人保護施設は、入所者については、毎年 2 回以上定期に健康診断

を行わなければならない。

2  　婦人保護施設は、居室その他入所者が常時使用する設備について、常に

清潔にしなければならない。

3  　婦人保護施設は、入所者の使用する食器その他の設備及び飲用に供する

水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じるととも

に、医薬品、衛生材料及び医療機械器具の管理を適正に行わなければなら

ない。

4  　婦人保護施設は、当該婦人保護施設において感染症又は食中毒が発生

し、又はまん延しないように必要な措置を講じるよう努めなければならな

い。

　（給付金として支払を受けた金銭の管理）

第 16条　婦人保護施設は、当該婦人保護施設の設置者が入所者に係る児童手

当法（昭和46年法律第73号）の規定による児童手当及び平成23年度におけ

る子ども手当の支給等に関する特別措置法（平成23年法律第107号）の規定

による子ども手当（以下「給付金」という。）の支給を受けたときは、給付

金として支払いを受けた金銭を次に掲げるところにより管理しなければな

らない。

　～　略

　（関係機関との連携）

第 17条　婦人保護施設は、婦人相談所、福祉事務所、都道府県警察、教育委

員会、母子・父子福祉団体、公共職業安定所、職業訓練施設その他の関係

機関及び婦人相談員、母子・父子自立支援員、民生委員、児童委員、保護

司その他の関係者と密接に連携しなければならない。



　 定する児童福祉施設をいう。）、保健所、医療機関、職業紹介機関（労働施

策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関す

る法律（昭和41年法律第132号）第 2 条に規定する職業紹介機関をいう。）、

職業訓練機関、教育機関、都道府県警察、日本司法支援センター（総合法

律支援法（平成16年法律第74号）第13条に規定する日本司法支援センター

をいう。）、配偶者暴力相談支援センター（配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護等に関する法律（平成13年法律第31号）第 3 条第 1 項に規定す

る配偶者暴力相談支援センターをいう。）、母子・父子福祉団体その他の関

係機関及び母子・父子自立支援員、民生委員、児童委員、保護司その他の

関係者と密接に連携しなければならない。

　（秘密保持等）

第 19条　女性自立支援施設の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得

た入所者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。

2  　女性自立支援施設は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務

上知り得た入所者又はその家族の秘密を漏らすことのないよう、必要な措

置を講じなければならない。

　（人権擁護、二次的被害防止の徹底）

第 20条　女性自立支援施設は、入所者の人権に十分配慮するとともに、各人

の人格を尊重して、その運営を行わなければならない。

2  　女性自立支援施設は、入所者の人権の擁護、二次的被害の防止等のた

め、責任者を設置する等必要な体制の整備を行うとともに、当該女性自立

支援施設の職員に対し、研修を実施する等の措置を講じるよう努めなけれ

ばならない。

　（業務の質の評価等）

第 21条　女性自立支援施設は、自ら行う業務の質の評価を行うとともに、外

部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、その改善を図るよう

　（秘密保持等）

第 18条　婦人保護施設の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た入

所者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。

2  　婦人保護施設は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知

り得た入所者又はその家族の秘密を漏らすことのないよう、必要な措置を

講じなければならない。

　（人権擁護、二次的被害防止の徹底）

第 19条　婦人保護施設は、入所者の人権に十分配慮するとともに、各人の人

格を尊重して、その運営を行わなければならない。

2  　婦人保護施設は、入所者の人権の擁護、二次的被害の防止等のため、責

任者を設置する等必要な体制の整備を行うとともに、当該婦人保護施設の

職員に対し、研修を実施する等の措置を講じるよう努めなければならない。

　（業務の質の評価等）

第 20条　婦人保護施設は、自ら行う業務の質の評価を行うとともに、外部の

者による評価を受けて、それらの結果を公表し、その改善を図るよう努め
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　 努めるものとする。

　（電磁的記録）

第 22条　女性自立支援施設は、作成、保存その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正

本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができ

る情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）

で行うことが規定されている又は想定されるものについては、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができ

る。

　（委任）

第23条　略

　 るものとする。

　（電磁的記録）

第 21条　婦人保護施設は、作成、保存その他これらに類するもののうち、こ

の条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副

本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報

が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行う

ことが規定されている又は想定されるものについては、書面に代えて、当

該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機に

よる情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。

　（委任）

第22条　略

　（長崎県こども・女性・障害者支援センター設置条例の一部改正）

第 3 条　長崎県こども・女性・障害者支援センター設置条例（平成18年長崎県条例第68号）の一部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　（設置）

第 1 条　略

2  　センターの名称、位置、機能及び所管区域については、次のとおりとす

る。

区分 名称 位置 機能 所管区域

1 長崎こども・

女性・障害者

支援センター

長崎市  略

 �困難な問題を抱える女性

への支援に関する法律

略

　（設置）

第 1 条　略

2  　センターの名称、位置、機能及び所管区域については、次のとおりとす

る。

区分 名称 位置 機能 所管区域

1 長崎こども・

女性・障害者

支援センター

長崎市  略

 �売 春 防 止 法（ 昭 和31年

法律第118号）に基づく

略



　 （令和 4 年法律第52号）

に基づく女性相談支援セ

ンター

～　略

2 　略

　 婦人相談所

～　略

2 　略

　　　附　則

　この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。

　（提案理由）

　 　困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和 4 年法律第52号）の施行に伴い、所要の改正をしようとするものである。これが、この条例案を提出

する理由である。
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